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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第26期の「１株当たり配当額」25円には、記念配当15円が含まれております。 

５．第23期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第  22  期 第  23  期 第  24  期 第  25  期 第  26  期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 2,765,228 2,601,064 2,122,389 2,199,210 2,749,921 

経常利益 （千円） 243,828 223,320 176,787 154,781 108,008 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） 114,985 61,633 93,277 112,643 △307,775 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,089,162 1,089,162 1,089,162 1,089,162 1,089,162 

発行済株式総数 （千株） 4,649 4,649 4,649 4,649 4,649 

純資産額 （千円） 2,197,692 2,215,766 1,987,531 2,010,087 1,645,159 

総資産額 （千円） 2,944,037 2,837,544 2,342,834 2,444,134 2,455,792 

１株当たり純資産額 （円） 472.68 478.32 483.71 499.72 413.42 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額 

（円） 

（円)) 

10.0 

(－) 

10.0 

(－) 

10.0 

(－） 

10.0 

(－） 

25.0 

(－） 

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△） 

（円） 24.73 11.65 20.28 26.06 △77.12 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 74.6 78.1 84.8 82.3 67.0 

自己資本利益率 （％） 5.20 2.79 4.44 5.64 － 

株価収益率 （倍） 22.24 44.05 25.69 20.72 － 

配当性向 （％） 40.44 85.87 49.32 38.37 
  

－ 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 351,366 233,729 272,351 68,269 81,496 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △194,870 113,394 73,572 △22,485 △12,034 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △270,988 △54,603 △568,760 △85,702 △55,899 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 1,278,069 1,570,590 1,347,755 1,307,836 1,321,398 

従業員数 （人） 265 228 193 182 184 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和55年12月 東京都渋谷区千駄ケ谷にエヌシーエス株式会社を設立。 

昭和56年２月 商号を日本コンピューターシステム株式会社に変更。 

昭和56年５月 日本電気株式会社、安立電気株式会社（現 アンリツ株式会社）等をユーザーに、実質的営業を開

始。 

昭和61年３月 エンタテイメント分野のソフトウェアプロダクトとしてパーソナルコンピュータ用ゲームソフトウ

ェアを商品化、発売。 

昭和61年６月 株式会社田村電機製作所との共同出資により、テレコムクリエイトシステム株式会社を設立。 

昭和61年７月 労働省に「特定労働者派遣事業」届出。 

（届出受理年月日 昭和61年７月１日、届出受理番号特13－04－0076） 

昭和62年９月 商号を日本コンピュータシステム株式会社に変更。 

昭和63年２月 日本電気ホームエレクトロニクス株式会社と「ＰＣエンジン」の商標使用権に関する契約を締結。 

昭和63年９月 東洋エンジニアリング株式会社と業務提携。 

昭和63年９月 ホームコンピュータＰＣエンジン用ゲームソフトウェアを商品化、発売。 

平成元年３月 株式会社セガ・エンタープライゼス（現 株式会社セガ）と「メガドライブ」の商標使用権に関す

る契約を締結。 

平成元年６月 本社事務所を東京都新宿区西新宿に移転。 

平成元年７月 日本電気ホームエレクトロニクス株式会社と「ＣＤ・ＲＯＭ2」の商標使用権に関する契約を締

結。 

平成元年12月 社団法人日本証券業協会に株式を店頭売買銘柄として登録。 

任天堂株式会社と「ゲームボーイ」の商標使用権に関する契約を締結。 

平成２年４月 株式会社セガ・エンタープライゼス（現 株式会社セガ）と「ゲームギア」の商標使用権に関する

契約を締結。 

平成３年２月 任天堂株式会社と「スーパーファミコン」の商標使用権に関する契約を締結。 

平成３年５月 技術センター別館（ＢＩＳ西麻布）を開設。 

任天堂株式会社と「ファミリーコンピュータ」の商標使用権に関する契約を締結。 

平成３年７月 株式会社セガ・エンタープライゼス（現 株式会社セガ）と「ＭＥＧＡ－ＣＤ」の商標使用権に関

する契約を締結。 

平成５年10月 技術センター及び技術センター別館の組織・機能を東京都新宿区西新宿に移転。 

平成６年３月 株式会社ソニー・コンピュータエンタテインメントと「プレイステーション」の商標使用権に関す

る契約を締結。 

平成６年11月 株式会社セガ・エンタープライゼス（現 株式会社セガ）と「サターン」の商標使用権に関する契

約を締結。 

平成６年12月 研究開発センター（新宿区西新宿）の新設。 

平成10年12月 研究開発センターをＳＥセンターと改称し、東京都中野区中央に移転。 

平成11年８月 事業拠点として、ＳＯ千葉（千葉県我孫子市）を新設。 

平成12年３月 ゲームソフトウェアの新規開発を中止し、ソフトウェアプロダクト事業より撤退。 

平成12年４月 事業拠点として、ＳＯお茶の水（東京都文京区）を新設。 

平成15年３月 ＳＯお茶の水を閉鎖し、ＳＥセンターに統合。 

平成15年10月 ＩＳＯ9001の認証を取得。  

平成16年２月 ＳＯ千葉を閉鎖し、ＳＥセンターに統合。 

平成16年９月  プライバシーマークの認定を取得。  

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 



３【事業の内容】 

 当社は、コンピュータシステムの開発及びＳＥサービス（ＩＴソリューション）を主たる業務としております。 

４【関係会社の状況】 

 関係会社はありません。 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

184 35.3 8年  2ヶ月 4,954,000 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景とした設備投資の増加や雇用・所得環境の改善による個

人消費の拡大により、景気は本格的な回復局面に入ったものと考えられます。 

  情報サービス産業におきましては、事業会社において２００７年問題を見据えて従来から保守を続けてきたシステ

ムの積極的な見直しが始まり、好調な業績に裏打ちされた攻めの経営に転じるための情報化投資を行う傾向が顕著と

なってまいりました。しかしながら、情報化投資の急激な盛り上がりに対してシステムの開発パワーが伴わず、シス

テム開発要員が極端に不足する傾向が出ています。 

  このような環境下において、当社は顧客のニーズに応えるために経営資源である人材の確保を積極的に行いまし

た。その結果、多くの引合いを受注に結びつけることができたことから売上は十分に復調させることが出来ました

が、上半期において一部プロジェクト案件における品質の悪化に伴う原価率の上昇や、若年層の採用に伴う経費の増

加及び不足する経営資源を補うためのパートナー技術者の増員に伴う管理コストの増加等により原価率が上昇したこ

とから、利益面では昨年に比べて減益となりました。また、将来への債務を引き継ぐリスクを回避し、財務体質の健

全化を図るとともに毎期の業績・成果をより反映した役員報酬制度を確立するために平成18年６月の定時株主総会の

開催日をもって役員退職慰労金制度を廃止することとなり、当期までの在任期間中の対価部分相当額のうち過年度分

を特別損失に315百万円計上するとともに、当社が所有する投資有価証券につきまして、実質価額が著しく低下した

銘柄について投資有価証券評価損47百万円を計上いたしました。 

 その結果、売上高は27億49百万円（前期比25.0％増）、営業利益は１億4百万円（同32.1％減）、 

経常利益は１億８百万円（同30.2％減）となりました。また、上記、特別損失の計上によって当期純損失は３億７百

万円（前事業年度は当期純利益１億12百万円）となりました。 

 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度に比べて自己株式の取得による

支出が大幅に減少したため、前事業年度末に比べ13百万円増加し、当事業年度末には13億21百万円となりました。 

 また、当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は81百万円（前年同期比19.4％増）となりました。 

  これは主に、役員退職慰労引当金の増加等によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は12百万円（前年同期比46.5％減）となりました。 

  これは主に、固定資産の取得による支出等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は55百万円（前年同期比34.8％減）となりました。 

  これは自己株式取得による支出額15百万円及び利益処分による配当金の支払額40百万円であります。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当事業年度の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．数量については、把握が困難なため記載を省略しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。 

２．本表の金額には消費税等は含まれておりません。  

区分 
第26期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ＩＴソリューション（千円） 2,207,143 136.1 

合計（千円） 2,207,143 136.1 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

ＩＴソリューション 3,030,348 128.5 768,204 157.5 

合計 3,030,348 128.5 768,204 157.5 

区分 
第26期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ＩＴソリューション（千円） 2,749,921 125.0 

合計（千円） 2,749,921 125.0 

相手先 

第25期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第26期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱野村総合研究所 466,114 21.2 615,366 22.4 

日本電気通信システム㈱ 299,975 13.6 514,053 18.7 

合計 766,089 34.8 1,129,419 41.1 



３【対処すべき課題】 

 前期に確保できた開発パワーの維持拡大が優先事項であり、そのために引き続き拡大が可能な分野へ経営資源を集

中させます。次に、収益力の質的向上が課題であり、そのために付加価値の高い案件の受注強化に努めるとともに受

注した案件の採算性確保に努めます。 

 具体的には営業パワーを成長可能な重点分野へ集中するとともに、付加価値の高い案件の採算性を確保するための

プロジェクトマネジメント力の向上、技術力の向上が急務であり、そのための人材の獲得と育成を進めてまいりま

す。また、パートナー企業との連携を深めて開発パワーの質的向上を目指すとともに維持拡大を行ってまいります。

４【事業等のリスク】 

 （1）プロジェクト受注について 

 当社は、請負型のプロジェクト受注にも注力してまいりますが、プロジェクト案件において受注時に積算の誤りや

品質管理及び工程管理に問題が生じた場合には、開発要員の追加投入が必要となり、原価率が上昇して収益を圧迫す

るリスクがあります。 

 （2）顧客情報の機密保持について 

 当社の行う業務は、その性格上、顧客の機密情報に触れることが多いため、当社の義務違反により機密情報が漏洩

し、顧客に損害を与えた場合には、その損害を賠償する責任が生じます。機密保持については、当社社員並びに当社

の外注先及び外注先の社員を厳しく指導しております。当社の社員については、入社時に誓約書を提出させるととも

に社員に対する教育を実施しています。また、外注先に対しては、口座開設時に秘密保持契約書を取り交わすととも

に、社員に対して秘密保持義務の内容を周知徹底の上、遵守させるよう指導しています。 

 （3）中途社員の採用について 

 当社は、平成17年度より新卒採用を再開していますが、現状では即戦力となる技術者の中途採用が中心となってい

ます。当社の顧客からの要請に応えるためにも、当面はこの方針で進めてまいりますが、今後、同業他社においても

即戦力となる技術者の中途採用活動を活発化させることが予想されますので、当社が必要とするスキルを有する技術

者の採用が困難となった場合には、当社の業務遂行に関し影響を受ける可能性があります。 

 （4）外注先の確保について 

 当社は、顧客に提供するサービスとして、顧客の要求するスキルを有する技術者を提案していますが、当社の社内

技術者だけでは対応しきれない場合があります。当社のＩＴソリューション事業における売上原価に占める外注費の

割合は平成16年３月期では30.0％でしたが、平成17年３月期では41.5％に上昇し、平成18年３月期には42.6％となり

ました。顧客からの活発な引き合いに応えるためにも、外注先への発注はさらに増加する予定でいますが、当社が必

要とするスキルを持った外注先の技術者の維持・確保が充分にできなかった場合には、当社の業務遂行に関し影響を

受ける可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 ソフトウェア開発業務に関連する調査研究は継続して行っておりますが、特別の研究開発費を投じての活動は行っ

ておりません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 （1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当事業年度末における流動資産の残高は、19億58百万円（前事業年度は18億82百万円）となり、75百万円増加いた

しました。これは、売掛金の増加 （５億５百万円から５億64百万円へ59百万円増）したことが主な要因です。売掛

金の増加につきましては、期末の売上計上額の増加によるものであります。 

（固定資産） 

 当事業年度末における固定資産の残高は、４億97百万円（前事業年度末は５億61百万円）となり、64百万円減少し

ました。主に有形固定資産並びに無形固定資産の減少及び投資その他の資産の減少によるものであります。有形固定

資産の減少（２億60百万円から２億39百万円へ21百万円減）と無形固定資産の減少（22百万円から17百万円へ５百万

円減）は主に減価償却によるものであります。投資その他の資産の減少（２億77百万円から２億40百万円へ37百万円

減）は、主に投資有価証券の評価損失等の計上に伴う減少（86百万円から41百万円へ45百万円減）によるものであり

ます。 

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は、７億62百万円（前事業年度末は３億96百万円）となり、３億65百万円増

加いたしました。これは、主に役員退職慰労引当金の増加（３億30百万円増）と買掛金の増加（88百万円から１億30

百万円へ41百万円増）によるものであります。 

（固定負債） 

 当事業年度末における固定負債の残高は48百万円（前事業年度末は37百万円）となり、10百万円増加いたしまし

た。これは、退職給付引当金、繰延税金負債の増加によるものであります。 

（資本） 

 当事業年度末における資本の残高は、16億45百万円（前事業年度末は20億10百万円）となり、３億64百万円減少い

たしました。これは、当期未処理損失計上に伴う利益剰余金の減少によるものであります。 

 （2）キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度に比べて自己株式の取得による支出が大幅に減少したた

め、前事業年度末に比べ13百万円増加し、13億21百万円となっております。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、81百万円（前年同期は68百万円）であり、主に役員退職慰労引当金の増加

（３億30百万円）によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、△12百万円（前年同期は△22百万円）であり、主に固定資産の取得による

支出（７百万円）によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、△55百万円（前年同期は△85百万円）であり、主に自己株式の取得による

支出が減少したため、前年同期に比べ29百万円増加しております。 

  

 （キャッシュ・フローの指標） 

株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

  
第24期 

（平成16年３月期） 

第25期 

（平成17年３月期） 

第26期 

（平成18年３月期） 

株主資本比率（％） 84.8 82.3 67.0 

時価ベースの株主資本

比率（％） 
91.0 88.5 94.0 



 （3）経営成績 

 当事業年度における売上高は27億49百万円（前年同期比25.0％増）、売上総利益は５億42百万円（同6.0％減）、

販売費及び一般管理費は４億38百万円（同3.4％増）、営業利益は１億４百万円（同32.1％減）、経常利益は１億８

百万円（同30.2％減）となりました。また、前述の役員退職慰労金制度の廃止に伴う特別損失の計上により、当期純

損失は３億７百万円（前事業年度は当期純利益１億12百万円）となりました。売上高総利益率は19.7％であり、前事

業年度に比べて6.5ポイント低下していますが、その主な要因は、一部プロジェクト案件における原価率の上昇や若

年技術者の採用に伴う経費増及びパートナー技術者の増員に伴う管理コストの増加によるものであります。 

主たるサービス分野別の概況 

 ■ ＥＲＰソリューション  

ＥＲＰソリューション分野では、ＥＲＰパッケージにおけるバージョンアップ案件の増加、外資統合によるＥＲＰ導

入案件の増加により、伸び率は鈍化しているものの堅調に拡大しました。当社においては、上半期までは計画以上に

売上を伸ばすことが出来ましたが、下半期以後ではパートナー技術者の調達に大きく苦戦し、伸び率は頭打ちとなり

ました。その結果、当期のＥＲＰソリューションの売上高は、前年同期比1.5％減の７億35百万円となり、売上構成

比は、同7.3ポイント減少して26.7％になりました。 

      

 ■ 金融ソリューション 

証券・銀行など金融分野では、活況な金融市場を背景に、当社の得意とする情報処理系システム開発への需要が増加

いたしました。これらの需要に対し、パートナー企業からの開発要員の確保に努め、受注に結びつけた結果、金融ソ

リューションの売上高は、前年同期比24.3％増の７億59百万円となり、売上構成比は同0.2ポイント減少して27.6％

となりました。但し、一部の開発案件の品質に問題が生じたため、収益性に課題を残す結果となりました。  

 

 ■ 基盤ソリューション 

基盤ソリューション分野は、事業会社における設備投資増加の追い風を受け、当事業年度を通して順調な伸びを示し

ました。従来から主流であるオープン系システム開発以外に組込み検証、インフラ構築の分野が好調な伸びを見せ、

売上高は、前年同期比37.8％増の７億42百万円となり、売上構成比は同2.5ポイント増加の27.0％となりました。売

上増の要因として、既存顧客での大幅な増員と新規案件開拓の成功及び既存顧客中心の営業展開が功を奏したものと

推測されます。 

 

 ■ 通信ソリューション 

通信ソリューション分野では、新世代のSIPサーバ開発（IP電話開発）関連の需要が継続しており、弊社も既存顧客

からの需要に呼応し、従来は手掛けていなかった技術領域にも開発要員を確保して案件の受注に努めました。その結

果、売上高は，前年同期比71.4%増の５億14百万円となり、売上構成比は同5.0ポイント増の18.7%になりました。但

し、新しい技術領域において、品質面での課題が大きく取り上げられ、収益性に問題が残る結果となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度における設備投資の総額は7,981千円であり、その主なものは、セキュリティーの強化を図るための事

務所設備の拡充（本社）によるものであります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は、国内に２ヶ所の開発センターを設けております。 

 主要な設備は、以下のとおりであります。 

平成18年３月31日現在

 （注）１．投下資本額は、平成18年３月末帳簿価額によっております。 

２．建物は、賃借中のものであり、（ ）は賃借面積であります。 

３．（ ）内の人数はユーザーの現場に常駐している社員で外数であります。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

事業所名（所在地） 事業部門別の名称 

帳簿価額 

従業員
数(人) 

建物 
（千円） 
(面積㎡) 

車両運搬具 
（千円） 

工具器具備品 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都新宿区） 

総務部・ＩＴソリ

ューション営業部 

181,605 

(480.72) 
993 27,230 

－ 

 (－)
209,829 23 

ＳＥセンター 

（東京都中野区） 

ＩＴソリューショ

ン営業部 

27,613 

(471.35) 
－ 1,616 

－ 

 (－)
29,230 

28 

(120) 

 第２ＳＥセンター 

（東京都中野区） 

ＩＴソリューショ

ン営業部 
－ 

(196.08) 
－ － 

－ 

(－)
－ 

13 

  

名称 数量 リース期間（年）
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

工具器具備品 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ５ 2,666 1,536 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減じる」旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

   （注）平成14年６月24日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金896,870千円のうち624,579千円を取崩し、

その他資本剰余金への振替を行っております。 

(4）【所有者別状況】 

（注）自己株式670,265株は、「個人その他」に670単元及び「単元未満株式の状況」に265株を含めて記載しておりま

す。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 18,500,000 

計 18,500,000 

種類 
事業年度末現在発行数㈱ 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数㈱ 
(平成18年６月26日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,649,665 4,649,665 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,649,665 4,649,665 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年７月26日 

（注） 
－ 4,649,665 － 1,089,162 △624,579 272,291 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 2 4 33 2 － 460 501 － 

所有株式数

（単元） 
－ 265 35 1,114 10 － 3,223 4,647 2,665 

所有株式数の

割合（％） 
－ 5.7 0.8 24.0 0.2 － 69.3 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

藤田 雅也 東京都目黒区 1,457 31.3 

日本コンピュータシステム株

式会社 
東京都新宿区西新宿２丁目１番１号 670 14.4 

ＴＣＳホールディングス株式

会社 
東京都中央区日本橋本町４丁目８番14号 310 6.7 

ＰＢ特定有価証券信託受益者

エス・ジー・信託銀行株式会

社 

東京都港区赤坂１丁目12番32号 195 4.2 

Ｎ・Ｃ・Ｓ社員持株会 
東京都新宿区西新宿２丁目１番１号新宿三

井ビル53階 
138 3.0 

有限会社ケイ・ワイ・マネジ

メント事務所 
東京都世田谷区深沢３丁目26番18号 128 2.8 

インターネットウェア株式会

社 
東京都豊島区目白２丁目16番20号 101 2.2 

コンピュートロン株式会社 群馬県前橋市問屋町１丁目11番２号 92 2.0 

高栄商産株式会社 東京都杉並区荻窪５丁目29番11号 85 1.8 

有限会社プレイヤー 東京都品川区東五反田５丁目17番３号 81 1.7 

計 － 3,258 70.1 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  670,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,977,000 3,977 － 

単元未満株式 普通株式   2,665 － － 

発行済株式総数 4,649,665 － － 

総株主の議決権 － 3,977 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本コンピュータシ

ステム株式会社 

東京都新宿区西新宿

二丁目１番１号 
670,000 － 670,000 14.4 

計 － 670,000 － 670,000 14.4 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

  該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

 （注） 未行使割合が多いのは、買付期間における流通株式数が少なかったため、買付けが進捗せず上記のとおりとな

りました。 

 （注） 未行使割合が多いのは、買付期間における流通株式数が少なかったため、買付けが進捗せず上記のとおりとな

りました。 

 （注） 未行使割合が多いのは、買付期間における流通株式数が少なかったため、買付けが進捗せず上記のとおりとな

りました。 

  平成18年６月26日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年６月29日決議） 
200,000 100,000,000 

前決議期間における取得自己株式 1,000 541,000 

残存決議株式数及び価額の総額 199,000 99,459,000 

未行使割合（％） 99.5 99.5 

  平成18年６月26日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年９月30日決議） 
100,000 50,000,000 

前決議期間における取得自己株式 3,000 1,650,000 

残存決議株式数及び価額の総額 97,000 48,350,000 

未行使割合（％） 97.0 96.7 

  平成18年６月26日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年12月27日決議） 
100,000 60,000,000 

前決議期間における取得自己株式 9,000 5,565,000 

残存決議株式数及び価額の総額 91,000 54,435,000 

未行使割合（％） 91.0 90.7 



 （注） 未行使割合が多いのは、買付期間における流通株式数が少なかったため、買付けが進捗せず上記のとおりとな

りました。 

 （注） 未行使割合が多いのは、買付期間における流通株式数が少なかったため、買付けが進捗せず上記のとおりとな

りました。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月26日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

  平成18年６月26日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成18年３月30日決議） 
30,000 18,000,000 

前決議期間における取得自己株式 14,000 8,056,000 

残存決議株式数及び価額の総額 16,000 9,944,000 

未行使割合（％） 53.3 55.2 

  平成18年６月26日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成18年４月26日決議） 
50,000 30,000,000 

前決議期間における取得自己株式 22,000 12,615,000 

残存決議株式数及び価額の総額 28,000 17,385,000 

未行使割合（％） 56.0 58.0 

  平成18年６月26日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得

自己株式 
－ － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 

  平成18年６月26日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 706,265 

  平成18年６月26日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議  － － － 



 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を重要な経営目標と位置付け、技術力の向上と経営資源の適正な配分による事業拡大と

業績に裏付けされた安定的な成果の配分を継続して行うことを基本方針としております。 

 当期につきましては、上記方針に基づき普通配当10円の他に当社設立25周年記念配当15円を加え、一株当たり25円

の配当といたしました。 

 内部留保資金につきましては、今後の事業活動並びに経営体質の一層の充実に充当していく方針であります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第25期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

回次 第 22 期 第 23 期 第 24 期 第 25 期 第 26 期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 582 570 570 
540 

※550 
688 

最低（円） 415 460 430 
486 

※469 
519 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 571 597 688 670 653 640 

最低（円） 542 560 578 630 615 580 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

会長 
 藤田 雅也 昭和29年９月26日生 

昭和53年３月 國學院大學法学部卒業 

昭和53年４月 コンピューターサービス株式会社

（現 株式会社シーエスケイ）入社 

昭和55年12月 エヌシーエス株式会社（現 日本コ

ンピュータシステム株式会社）設

立、代表取締役社長 

昭和61年６月 テレコムクリエイトシステム株式会

社 代表取締役 

平成11年１月 代表取締役会長 

平成12年４月 代表取締役会長兼社長 

平成18年４月 代表取締役会長（現任） 

1,457 

代表取締役 

社長 
 三田 信孝 昭和10年２月28日生 

昭和34年６月 東京大学法学部卒業 

昭和34年７月 八幡溶接棒株式会社入社（現 日鉄

住金溶接工業株式会社） 

昭和55年４月 同社総務部次長 

昭和60年５月 当社入社 人事教育部長 

昭和60年６月 取締役人事教育部長 

昭和63年10月 取締役経営企画室長 

平成元年６月 取締役管理本部長 

平成元年11月 常務取締役管理本部長 

平成７年６月 専務取締役 

平成13年６月 取締役副会長 

平成16年５月 代表取締役副会長 

平成18年４月 代表取締役社長（現任） 

30 

取締役  中山 晋一郎 昭和14年９月４日生 

昭和37年３月 京都大学法学部卒業 

昭和37年４月 東洋エンジニアリング株式会社入社

平成４年６月 同社取締役 

平成10年６月 同社顧問 

平成10年９月 当社入社 管理本部長 

平成12年６月 常務取締役管理本部長 

平成13年６月 取締役副社長 

平成15年６月 取締役（現任） 

10 

 



 （注）１．監査役はすべて会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役藤田安代は代表取締役会長藤田雅也の配偶者であります。 

３．当社では、意思決定・監督と執行の分離による業務執行の効率化のため、執行役員制度を導入しておりま

す。執行役員は３名で、事業企画推進を担当する高橋保共、営業等事業部門を担当する河合新也、総務・経

理部門を担当する栗田昭平で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  藤田 安代 昭和38年１月４日生 

昭和61年３月 日本女子大学家政学部理Ⅱ類（現 

理学部）卒業 

昭和61年４月 国立科学博物館動物研究部勤務 

昭和63年４月 日本女子大学附属中学校非常勤講師 

平成９年６月 当社取締役（現任） 

5 

常勤監査役  松崎 明美 昭和11年１月31日生 

昭和36年３月 京都大学農学部卒業 

昭和36年４月 丸善石油株式会社入社 

昭和58年９月 公認会計士登録（現任）

昭和61年８月 税理士登録（現任） 

平成７年６月 当社常勤監査役（現任）

－ 

監査役  久保田 浩也 昭和11年７月４日生 

昭和37年３月 日本大学理工学部卒業 

昭和37年４月 財団法人日本生産性本部（現 財団

法人社会経済生産性本部）入職 

昭和60年４月 同本部メンタルヘルス研究所長 

平成元年４月 同本部研究調査本部長 

平成５年５月 株式会社メンタルヘルス総合研究所

 設立 代表取締役社長（現任） 

平成７年６月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役  渡部 行光 昭和27年４月10日生 

昭和50年３月 早稲田大学商学部卒業 

昭和53年３月 公認会計士登録（現任） 

昭和53年８月 税理士登録（現任） 

昭和55年３月 渡部税務会計事務所入所（現任）

平成６年６月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役  野間 自子 昭和34年５月27日生 

昭和57年３月 慶応義塾大学法学部卒業 

昭和61年４月 弁護士登録（現任） 

平成４年６月 ワシントン大学ロースクール修士課

程修了 

平成11年２月 三宅坂総合法律事務所 パートナー

（現任） 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

－ 

    計 1,502 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社はコーポレート・ガバナンスの強化を重要な経営のテーマと認識しております。 

その基本方針は以下のとおりです。 

1）経営の透明性の向上と公正性・独立性の確保 

2）意思決定及び事業推進の迅速化  

3）アカウンタビリティ（説明責任）の明確化 

4）迅速かつ適切で公平な情報開示 

  今後も、社会環境や法制度等の変化に応じて、コーポレート・ガバナンスの仕組みを随時、検討・見直しを図

り、株主等ステークホルダーを意識した透明度の高い経営システムの構築を目指します。 

 当社は、監査役設置会社であります。法的にも機能強化された監査役により、充分な監査機能が発揮できることや

会社業務に精通した社内取締役及び執行役員により、実態に即したスピードある意思決定が可能であると判断してい

ます。また、取締役の監督機能や監査役の監査機能は、現制度においても充分働いていると判断しています。  

  

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

①会社の機関の内容 

 当社の取締役会は、社内取締役4名で構成され、定例及び必要に応じて随時開催し、迅速かつ適正な意思決定を行

っています。また、会社の業務執行に関する重要事項については、取締役と執行役員で構成される会議を毎週開催す

るとともに各部門長以上が出席する会議を毎月開催し、急速に変化する経営環境及び技術環境に対応できる経営体制

を構築しています。また、内部監査室を設置し、経営の有効性と効率性、適切な財務報告、法令の遵守、リスクマネ

ジメントの視点から内部監査を実施し、客観的な評価を行っています。監査結果は代表取締役社長及び常勤監査役に

報告し、改善すべき事項は改善状況の報告を求め、再評価を実施しています。 

 なお、法律事務所より必要に応じて法律全般についての助言と指導を受けるとともに、監査法人には通常の財務諸

表監査を通じ、財務情報の信頼性に関する適切な助言を受けております。監査役、内部監査室、会計監査人は各々の

監査活動の効率化及び質的向上に向けての様々な連携を図っております。 

 また、取締役の業務執行の状況を客観的かつ第三者的立場に立って監査するために、当社の監査役会は、全員社外

監査役４名（うち2名が公認会計士、1名が弁護士）にて構成されております。 

②内部統制システムの整備の状況 

 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制として、役員及び社員（以

下、役職員という）の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすための企業行動基準を定め、そ

れを役職員に周知徹底させています。 

 当社のコンプライアンスに関しては、代表取締役社長が総括するものとし、実際の業務は総務部が担当していま

す。総務部はコンプライアンス・プログラムを策定するとともに実施しています。役職員に対し、コンプライアンス

に関する教育や社内向けホームページへの掲載等により、役職員のコンプライアンスの知識を高め、コンプライアン

スを尊重する意識の醸成を図っております。さらに、コンプライアンス相談窓口を設置し、社内のコンプライアンス

に関する情報を収集する体制や問題発生時の対応方法について明確にしています。 

③リスク管理体制の整備の状況 

 当社は、激しく変化する事業環境において、当社を取り巻く様々なリスクを洗い出し、適切に管理することが重要

であると認識しています。   

 リスク管理は総務部が統括するものとし、総務部長を担当責任者としています。総務部は当社に関するリスクを明

確にするとともにリスク管理体制の構築及び運用を行っています。 

 品質管理については、品質管理委員会を定期的に開催し各部門における品質改善に関する活動を報告しています。

 情報管理体制については、法令・社内規程に基づき、文書等の保存を行っています。また、情報の管理について

は、秘密情報に関するガイドラインや個人情報保護に関する部門管理責任者連絡会及び情報セキュリティ委員会を定

期的に開催しています。 

④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

 内部監査のための組織として内部監査室を設置しています。内部監査室は内部監査実施後に内部監査報告書を作成

し、代表取締役社長と常勤監査役に提出するとともに必要な場合には意見を交換するものとしています。中間期及び

期末決算時における会計監査では、常勤監査役が会計監査人の実施する会計監査に立ち会うととともに会計監査人と

の意見交換を実施しています。   



2）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 各監査役と当社の利害関係については特段ありません。 

3）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況 

 当社は、取締役会を定例及び随時に開催しておりますが、常勤監査役に加えて社外監査役も取締役会に出席し、適

宜、意見の表明を行っております。 

 また、経営の透明性を高めるために積極的なディスクロージャーを心掛け、適時適切な情報開示を実施するととも

に当社ホームページ上でも開示しております。 

4）役員報酬・監査報酬の内容 

  Ⅰ）役員報酬の内容 

    取締役及び監査役に支払った報酬 54,723千円 

  Ⅱ）監査報酬の内容 

    公認会計士法第２条第１項の規定する業務に基づく報酬 

                    12,000千円 

  （注）上記以外の報酬はありません。 

5）会計監査人の概要 

  Ⅰ）業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数 

   （注）継続監査年数が７年以内であるため、記載を省略しております。 

  Ⅱ）監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士 ４名 会計士補 ５名  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

     石田 信一 中央青山監査法人 （注） 

     日高 真理子  中央青山監査法人  （注） 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第25期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第25期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第26期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人に

より監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,307,836   1,321,398  

２．売掛金   505,155   564,918  

３．仕掛品   10,641   10,572  

４．前払費用   12,529   13,718  

５．繰延税金資産   45,358   46,334  

６．その他   1,421   1,747  

流動資産合計   1,882,942 77.0  1,958,690 79.8 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  301,224   301,224   

減価償却累計額  △78,701 222,523  △92,005 209,219  

２．車両運搬具  26,098   16,441   

減価償却累計額  △23,462 2,635  △15,448 993  

３．工具器具備品  153,474   135,406   

減価償却累計額  △118,287 35,186  △106,558 28,847  

有形固定資産合計   260,345 10.7  239,059 9.7 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   18,103   11,962  

２．電話加入権   2,402   2,402  

３．その他   2,424   2,902  

無形固定資産合計   22,930 0.9  17,267 0.7 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   86,934   41,241  

３．敷金及び保証金   100,691   104,299  

４．保険積立金   90,134   95,118  

５．その他の投資   155   115  

投資その他の資産合計   277,914 11.4  240,774 9.8 

固定資産合計   561,191 23.0  497,101 20.2 

資産合計   2,444,134 100.0  2,455,792 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   88,559   130,362  

２．短期借入金   100,000   100,000  

３．未払金   22,765   18,970  

４．未払費用   22,477   23,055  

５．未払法人税等   68,786   53,666  

６．未払消費税等   3,007   11,594  

７．預り金   6,324   6,668  

８．賞与引当金   84,400   87,828  

９．役員退職慰労引当金    －   330,000  

10．その他   220   16  

流動負債合計   396,542 16.2  762,161 31.0 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   5,383   9,670  

２．退職給付引当金   32,120   38,800  

固定負債合計   37,503 1.5  48,471 2.0 

負債合計   434,046 17.7  810,632 33.0 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  1,089,162 44.6  1,089,162 44.4 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  272,291   272,291   

２．その他資本剰余金        

(1）資本準備金減少差益  624,579   624,579   

資本剰余金合計   896,870 36.7  896,870 36.5 

Ⅲ 利益剰余金        

１．当期未処分利益     
（△当期未処理損失） 

 342,267   △13,082   

利益剰余金合計   342,267 14.0  △13,082 △0.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  7,843 0.3  14,089 0.6 

Ⅴ 自己株式 ※２  △326,055 △13.3  △341,880 △13.9 

資本合計   2,010,087 82.3  1,645,159 67.0 

負債・資本合計   2,444,134 100.0  2,455,792 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．ITソリューション売上
高 

 2,195,508   2,749,921   

２．その他売上高  3,702 2,199,210 100.0 － 2,749,921 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．ＩＴソリューション原
価 

 1,621,009   2,207,143   

２．その他原価  495 1,621,505 73.7 － 2,207,143 80.3 

売上総利益   577,705 26.3  542,777 19.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  49,896   54,723   

２．従業員給与  114,025   130,251   

３．賞与引当金繰入額  14,222   12,440   

４．福利厚生費  18,742   18,100   

５．採用研修費  12,158   891   

６．旅費交通費  7,579   9,213   

７．消耗品費  14,535   12,579   

８．賃借料  54,327   54,327   

９．減価償却費  23,705   20,412   

10．支払手数料  1,798   2,068   

11．業務委託料  23,089   23,374   

12．通信費  6,255   7,735   

  13．役員退職慰労引当金  

  繰入額 
 －   14,065   

14．雑費  33,039   31,730   

15．その他  50,774 424,147 19.3 46,528 438,440 15.9 

営業利益   153,558 7.0  104,337 3.8 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  75   718   

２．受取配当金  45   45   

３．保険金収入  1,776   960   

４．有価証券償還利息  1,020   3,006   

５．投資有価証券売却益  1,908   689   

６．除斥満了配当金  2,240   272   

７．旧ライセンス事業収入  －   812   

７．雑収入  333   －   

８．その他  109 7,509 0.3 836 7,340 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  2,682   919   

２．コミットメントフィー  1,188   1,063   

３．金銭信託運用損  1,389   －   

４．商標権償却費  －   419   

５．投資有価証券評価損  －   519   

６．有価証券償還損  －   485   

７．その他  1,025 6,285 0.3 263 3,669 0.1 

経常利益   154,781 7.0  108,008 3.9 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  5,799 5,799 0.3 － － － 

Ⅶ 特別損失        

１．出資金損失  19,461   －   

２．固定資産除却損  9,417   1,371   

３．投資有価証券評価損  2,183   47,119   

４. 役員退職慰労引当金 
繰入額 

 －   315,935   

５．その他 ※１ 2,269 33,331 1.5 － 364,425 13.3 

    税引前当期純利益 

（△税引前当期純損
失） 

  127,250 5.7  △256,417 △9.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 59,964     52,334     

法人税等調整額  △45,358 14,606 0.6 △976 51,357 1.9 

    当期純利益 

（△当期純損失） 
  112,643 5.1  △307,775 △11.2 

前期繰越利益   229,623   294,693  

    当期未処分利益 

（△当期未処理損失） 
  342,267   △13,082  

        



ＩＴソリューション原価明細書 

 （脚注） 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費   820,331 50.4  893,207 40.5 

Ⅱ 外注加工費   674,257 41.5  1,170,319 53.0 

Ⅲ 経費   131,127 8.1  143,547 6.5 

当期総製造費用   1,625,715 100.0  2,207,075 100.0 

期首仕掛品たな卸高   5,935   10,641  

計   1,631,650   2,217,716  

期末仕掛品たな卸高   10,641   10,572  

ＩＴソリューション原
価 

  1,621,009   2,207,143  

        

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．原価計算の方法 １．原価計算の方法 

個別原価計算を採用しています。 同左 

２．労務費には次の費用が含まれています。 ２．労務費には次の費用が含まれています。 

賞与引当金繰入額 70,178千円 

退職給付費用 3,894千円 

賞与引当金繰入額 75,388千円 

退職給付費用 8,111千円 

３．経費のうち主なもの ３．経費のうち主なもの 

旅費交通費 39,213千円 

賃借料 16,997千円 

リース料 1,111千円 

旅費交通費 51,374千円 

賃借料 23,004千円 

リース料 875千円 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益（△税引前当期純
損失） 

 127,250 △256,417 

減価償却費  27,383 23,407 

無形固定資産減価償却費  8,689 9,122 

退職給付引当金の増減額(減少:△）  △610 6,680 

賞与引当金の増減額(減少:△)  5,878 3,428 

受取利息及び受取配当金  △120 △763 

支払利息  2,682 919 

投資有価証券売却益  △8,726 △3,695 

投資有価証券売却損  509 485 

投資有価証券評価損  2,183 47,638 

固定資産除却損  9,417 1,371 

出資金損失  19,461 － 

役員賞与の支払額  △7,500 △7,500 

売上債権の増減額(増加：△)  △103,363 △59,762 

たな卸資産の増減額(増加：△)  △4,705 68 

仕入債務の増減額(減少：△)  2,925 41,802 

未払消費税等の増減額(減少：△)  △2,649 8,587 

役員退職慰労引当金の増減額(減少：
△) 

 － 330,000 

その他の資産・負債の増減額  △5,553 12,712 

小計  73,149 158,084 

利息及び配当金の受取額  130 763 

利息の支払額  △2,661 △919 

法人税等の支払額  △2,348 △76,431 

営業活動によるキャッシュ・フロー  68,269 81,496 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △5,859 △4,521 

有形固定資産の売却による収入   － 1,028 

無形固定資産の取得による支出  △1,200 △3,459 

投資有価証券の取得による支出  △704,020 △842,739 

投資有価証券の売却による収入  662,237 845,949 

貸付による支出  △600 － 

貸付金の回収による収入  260 300 

その他の投資の増減額(減少：△)  26,696 △8,592 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △22,485 △12,034 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額(減少：△)  100,000 － 

長期借入金の返済による支出   △100,000 － 

自己株式取得による支出  △44,877 △15,825 

配当金の支払額  △40,825 △40,074 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △85,702 △55,899 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少：△） 

 △39,918 13,562 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,347,755 1,307,836 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  1,307,836 1,321,398 

    



④【利益処分計算書】 

 （注） 日付は株主総会承認日であります。 

 （注） 日付は株主総会承認日であります。 

  
前事業年度 

（平成17年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   342,267 

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  40,074  

２．役員賞与金  7,500  

（うち監査役賞与金）  (1,500) 47,574

Ⅲ 次期繰越利益   294,693 

    

  
当事業年度 

（平成18年６月26日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

 （当期未処理損失の処理）     

Ⅰ 当期未処理損失   13,082 

Ⅱ 損失処理額    

その他資本剰余金取崩額     

 資本準備金減少差益取崩
額 

 13,082 13,082

Ⅲ 次期繰越損失   － 

    

 （その他資本剰余金の処分）    

Ⅰ その他資本剰余金    

  資本準備金減少差益    624,579

Ⅱ その他資本剰余金処分額    

  配当金  99,485 

  資本準備金減少差益取崩
額 

 13,082 112,567

Ⅲ その他資本剰余金次期繰
越額 

   

  資本準備金減少差益    512,011

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

仕掛品 

 個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物付属設備を除く）に

ついては定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物     ８～50年 

 工具器具備品 ５～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における見込利用可能

期間（５年）による定額法を採用して

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権等の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上することとしてお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

事業年度で一括で費用処理することと

しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4）役員退職慰労引当金 

 平成18年４月26日開催の取締役会に

おいて、平成18年３月期にかかわる定

時株主総会の日をもって役員退職慰労

金制度を廃止することとし、当事業年

度までの在任期間中の職務遂行の対価

部分相当を支給すべき役員退職慰労金

の額として決定したことにより、当該

金額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 役員の退職慰労金については、従来

退任時に計上しておりましたが、取締

役会において、役員退職慰労金制度の

財務に与える影響を解消するととも

に、将来債務を引き継ぐリスクを回避

し、財務体質の健全化を図り、毎期の

業績・成果をより反映した役員報酬制

度を確立するため、平成18年３月期に

かかわる定時株主総会の日をもって役

員退職慰労金制度を廃止することと

し、当事業年度までの在任期間中の職

務遂行の対価部分相当を支給すべき退

職慰労金の額として決定するととも

に、当該定時株主総会の日をもって打

ち切り支給することを決定したことに

より、当事業年度より内規を基礎とし

て算定された支給見積額を役員退職慰

労引当金として計上することに変更し

ております。この変更により、当事業

年度の発生額14,065千円は販売費及び

一般管理費に計上し、過年度対応額

315,935千円は特別損失に計上しており

ます。この結果、従来の方法に比較し

て、営業利益及び経常利益はそれぞれ

14,065千円減少し、税引前当期純損失

は330,000千円増加しております。な

お、この変更は、上述のとおり平成18

年４月における役員退職慰労金制度の

見直しを契機として、当下半期に行わ

れたため、当中間期は従来の方法によ

っております。従って、当中間期は変

更後の方法によった場合に比べ、経常

利益は7,032千円、税引前中間純利益は

322,967千円それぞれ多く計上されてお

ります。  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引につきましては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

追加情報 

   記載すべき事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

１．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となること及び「金融商品会計に関す

る実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年

２月15日付で改正されたことに伴い、当事業年度から投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証

券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）を投資有価証券として表示する方法に変更いたしま

した。 

 なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当該

出資の額は19,832千円であり、前事業年度における固定

資産「出資金」に含まれている当該出資の額は51,141千

円であります。 

 

２．前期まで区分掲記しておりました「未収入金」（当

期末残高614千円）は、負債及び資本の合計額の100分の

１以下となったため、流動資産の「その他」に含めて表

示することにしました。 

 

（損益計算書） 

１．前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示して

おりました「投資有価証券売却益」は、金額的重要性が

増したため区分掲記しております。 

 なお、前期の「その他」に含まれている「投資有価証

券売却益」の金額は2,450千円であります。 

 

２．前期まで特別損失の「その他」に含めて表示してお

りました「固定資産除却損」は、金額的重要性が増した

ため、区分掲記しております。 

 なお、前期の「その他」に含まれている「固定資産除

却損」の金額は、6,228千円であります。 

          ────── 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

（損益計算書） 

１．前期まで売上高に表示しておりました「その他売上

高」は、金銭的重要性が乏しく事業活動が実質停止して

いるため、当期より営業外収入の「旧ライセンス事業収

入」へ掲記しております。 

 

 

          ────── 

 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 18,500,000株

発行済株式総数 普通株式 4,649,665株

※１．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 18,500,000株

発行済株式総数 普通株式 4,649,665株

 ただし、自己株式の消却が行われた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずる旨を定款に定めており

ます。 

同左 

※２．自己株式 ※２．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式642,265

株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式670,265

株であります。 

３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

  

４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は7,843千円で

あります。 

貸出コミットメントの総

額 
500,000千円

借入実行残高  －

差引額 500,000千円

  

４．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は14,089千円

であります。 

貸出コミットメントの総

額 
300,000千円

借入実行残高  －

差引額 300,000千円

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．その他の内訳は次のとおりです。  ────── 

事業所一部内装撤去費用

等 

1,669千円 

役員退職金 600千円 

計 2,269千円 

 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,307,836千円

現金及び現金同等物 1,307,836千円

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,321,398千円

現金及び現金同等物 1,321,398千円

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具
備品 

33,628 29,764 3,864 

合計 33,628 29,764 3,864 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備
品 

5,435 3,986 1,449 

合計 5,435 3,986 1,449 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2,585千円 

１年超 1,536千円 

合計 4,122千円 

１年以内 1,146千円 

１年超 390千円 

合計 1,536千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 7,724千円 

減価償却費相当額 6,922千円 

支払利息相当額 328千円 

支払リース料 2,666千円 

減価償却費相当額 2,414千円 

支払利息相当額 80千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）支払利息相当額の算定方法 (5）支払利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分法について

は、利息法によっております。 

同左 

   （減損損失） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額〈千円〉 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1）株式 3,875 17,102 13,226 

(2）債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 3,875 17,102 13,226 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 3,875 17,102 13,226 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

654,020 8,729 509 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

  非上場株式 50,000 

投資事業組合への出資 19,832 



当事業年度（平成18年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）当事業年度において、投資有価証券について47,119千円（その他有価証券で時価のない株式47,119千円）減損処

     理をおこなっております。 

       なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行 

     い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減 

   損処理を行っております。 

 種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額〈千円〉 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1）株式 3,875 27,635 23,759 

(2）債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 3,875 27,635 23,759 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 3,875 27,635 23,759 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

842,739 3,695 485 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

  非上場株式 2,880 

投資事業組合への出資 10,725 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

(1）退職給付債務（千円） △32,120 △38,800 

(2）退職給付引当金（千円） △32,120 △38,800 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付費用（千円） 

(1）勤務費用（千円） 

(2）利息費用（千円） 

(3）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 

3,894 

4,103 

818 

△1,027 

8,111 

3,901 

481 

3,727 

 
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

(1）割引率（％） 2.5 1.5 

(2）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(3）数理計算上の差異の処理年数（年） 1 1 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

（単位：千円)

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 34,350

退職給与引当金損金算入限度額超過額 12,306

出資金投資損失引当金繰入額 23,448

未払社会保険料繰入額 3,677

未払事業税 7,578

その他 2,143

繰延税金資産小計 83,505

評価性引当額 △38,146

繰延税金資産の純額 45,358

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △5,383

繰延税金負債合計 △5,383

繰延税金資産（負債）合計 39,974

（単位：千円)

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 35,745

退職給与引当金損金算入限度額超過額 15,730

出資金投資損失引当金繰入額 18,923

未払事業税 7,073

投資有価証券評価損否認 21,572

その他 3,515

繰延税金資産小計 102,561

評価性引当額 △56,226

繰延税金資産の純額 46,334

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △9,670

繰延税金負債合計 △9,670

繰延税金資産（負債）合計 36,664

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

 （％)

法定実効税率 40.7 

(調整)  

住民税均等割 2.1 

税務上の繰越欠損金の利用 △6.9 

評価性引当額 △30.0 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 

外形標準課税 2.8 

その他 1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.5 

 当期においては税引前当期純損失となったため、差異  

の原因の記載を省略しております。 

 （％)

法定実効税率 40.7 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    499円72銭

１株当たり当期純利益   26円06銭

１株当たり純資産額       413円42銭

１株当たり当期純損失     77円12銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（△純損失）（千円） 112,643 △307,775 

普通株主に帰属しない金額（千円） 7,500 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (7,500) （－） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 105,143 △307,775 

期中平均株式数（千株） 4,034 3,990 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

種類及び銘柄 投資口数等（㈱） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

日本ユニシス㈱ 1,000 1,820 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 15,000 25,815 

スーパーウェーブ㈱ 5,000 2,880 

小計 21,000 30,515 

計 21,000 30,515 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

ＨＴＣパートナーズ、Ｌ.Ｐ. 2 10,725 

小計 2 10,725 

計 2 10,725 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 301,224 － － 301,224 92,005 13,304 209,219 

車両運搬具 26,098 － 9,656 16,441 15,448 613 993 

工具器具備品 153,474 4,521 22,590 135,406 106,558 9,489 28,847 

有形固定資産計 480,797 4,521 32,247 453,072 214,012 23,407 239,059 

無形固定資産        

ソフトウェア 43,145 2,562 859 44,849 32,886 8,703 11,962 

電話加入権 2,402 － － 2,402 － － 2,402 

その他 3,944 896 － 4,841 1,939 419 2,902 

無形固定資産計 49,493 3,459 859 52,093 34,825 9,122 17,267 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率を算定する際には、期末の利率及び残高を使用しております。 

【資本金等明細表】 

 （注） 当期末における自己株式数は、670,265株であります。 

【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 100,000 100,000 0.9 平成18年 

１年以内に返済予定の長期借入金  － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  － － － － 

その他の有利子負債  － － － － 

合計 100,000 100,000 － － 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 1,089,162 － － 1,089,162 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (4,649,665) － － (4,649,665) 

普通株式 （千円） 1,089,162 － － 1,089,162 

計 （株） (4,649,665) － － (4,649,665) 

計 （千円） 1,089,162 － － 1,089,162 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （千円） 272,291 － － 272,291 

（その他資本剰余金）      

資本準備金減少差益 （千円） 624,579 － － 624,579 

計 （千円） 896,870 － － 896,870 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） － － － － 

計 （千円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

賞与引当金 84,400 87,828 84,400 － 87,828 

役員退職慰労引当金 － 330,000 － － 330,000 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

    相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 上記金額には、消費税等が含まれております。 

３）仕掛品 

区分 金額（千円） 

現金 560 

 預金  

当座預金 18,371 

普通預金 1,002,466 

定期預金 300,000 

小計 1,321,398 

合計 1,321,398 

相手先 金額（千円） 

 日本電気通信システム㈱ 218,193 

 ㈱野村総合研究所 72,720 

 ＮＲＩセキュアテクノロジーズ㈱ 44,976 

 ㈱ＮＴＴデータサイエンス 30,855 

 東洋ビジネスエンジニアリング㈱ 29,492 

 その他 168,680 

合計 564,918 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C)

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

505,155 2,904,161 2,844,398 564,918 83.4 67.2 

区分 金額（千円） 

ＩＴソリューション 10,572 

合計 10,572 



② 流動負債 

１）買掛金 

    相手先別内訳 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

 ㈱プリネッツ 5,783 

 ㈱ビジネス・インフォメーション・テクノロジー 5,700 

 ㈱ソルパック 4,782 

 チャンスラボ㈱ 4,329 

 ㈱ユーベック 3,414 

 その他 106,351 

合計 130,362 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 10,000株券 1,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本支店、出張所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本支店、出張所 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当会社の公告は、電子公告により行う。但し、電子公告によることができ

ない事故その他のやむを得ない理由が生じたときは、日本経済新聞に掲載

して行う。 

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次の

とおりです。 

http://www.ncsx.co.jp/ir/  

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第25期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

  第26期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出 

(3）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至平成17年３月31日）平成17年４月13日関東財務局長に提出   

 報告期間（自 平成17年４月１日 至平成17年４月30日）平成17年５月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至平成17年５月31日）平成17年６月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至平成17年６月30日）平成17年７月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年７月１日 至平成17年７月31日）平成17年８月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年８月１日 至平成17年８月31日）平成17年９月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年９月１日 至平成17年９月30日）平成17年10月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年10月１日 至平成17年10月31日）平成17年11月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年11月１日 至平成17年11月30日）平成17年12月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年12月１日 至平成17年12月31日）平成18年１月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年１月１日 至平成18年１月31日）平成18年２月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年２月１日 至平成18年２月28日）平成18年３月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年３月１日 至平成18年３月31日）平成18年４月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年４月１日 至平成18年４月30日）平成18年５月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年５月１日 至平成18年５月31日）平成18年６月12日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

日本コンピュータシステム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本コンピュータシ

ステム株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本コンピュータシ

ステム株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 飯 島 錠 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２６日

日本コンピュータシステム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本コンピュータシ

ステム株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本コンピュータシ

ステム株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な会計方針に記載のとおり、会社は役員退職慰労引当金を計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 
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